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  　 　平 成 ２９ 年 度
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第４条　 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出
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平成２９年度長与町水道事業会計予算

   （総則）
第１条　 平成２９年度長与町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

   （業務の予定量）
第２条　 業務の予定量は、次のとおりとする。
　 （１）　 給水戸数 15,770

190,000事業費

　 （収益的収入及び支出）
第３条　 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　 （２）　 年間総給水量 3,693,858
　 （３）　 一日平均給水量 10,120
　 （４）　 主要な建設改良事業

及び水道施設遠方監視システム更新工事

収 入

　 第１款　 水道事業収益 796,859
　　　第１項　 営業収益 713,691

　 第１款　 水道事業費用 704,797
　　　第１項　 営業費用 675,482
　　　第２項　 営業外費用 14,445

　　　第２項　 営業外収益 83,158
　　　第３項　 特別利益 10

支 出

収 入

　　　第１項　 建設改良費 518,211

　 第１款　 資本的収入 188,430
　　　第１項　 企業債 170,000
　　　第２項　 負担金 18,430

額に対し不足する額445,121千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整
額35,681千円、当年度分損益勘定留保資金133,962千円、減債積立金113,340千円及び
建設改良積立金162,138千円で補てんするものとする。）。

　　　第３項　 特別損失 13,870
　　　第４項　 予備費 1,000

   （資本的収入及び支出）

　　　第２項　 企業債償還金 113,340
　　　第３項　 予備費 2,000

支 出

　 第１款　 資本的支出 633,551



千円 ％

   （一時借入金）
第６条　 一時借入金の限度額は、300,000千円と定める。

   （予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条　 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　 （１）　営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

   （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条　 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、
　 若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用
　 する場合は、議会の議決を経なければならない。
　  （１）　 職員給与費 千円
　  （２）　 交際費 千円

   （たな卸資産購入限度額）
第９条　 たな卸資産の購入限度額は、7,392千円と定める。

長　与　町　長　　吉　田　　愼　一

平成29年3月7日 提出

100
128,890

限度額

   （企業債）
第５条　 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の方法

証書借入

償 還 の 方 法

5.0以内水道施設整備事業

借入先の融資条件による。
ただし企業財政その他の
都合により繰上償還又は
低利に借り換えることが
できる。

起債の目的 利 率

170,000



   　平 成 ２９ 年 度

長与町水道事業会計予算に関する説明書



収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入

款 項 目 予定額 （千円） 備    考

 1 水道事業収益 796,859

 １ 営業収益 713,691

 １ 上水道給水収益 680,551 水道料金

 ２ 自由ヶ丘団地簡易水道料金 3,626 水道料金

 ３ 道ノ尾温泉団地簡易水道料金 3,470 水道料金

 ４ 受託工事収益 1,565 工事収益

 ５ その他営業収益 24,479 検査・許可手数料他

 ２ 営業外収益 83,158

 １ 受取利息及び配当金 232 預金利息

 ２ 長期前受金戻入 79,032

 ３ 県支出金 120

 ４ 消費税及び地方消費税還付金 3,639

 ５ 雑収益 135

 ３ 特別利益 10

 １ 過年度損益修正益 10

支　　　　　　出

款 項 目 予定額 （千円） 備    考

 1 水道事業費用 704,797

 １ 営業費用 675,482

 １ 原水及び浄水費 275,189  浄水場維持管理費

 ２ 配水及び給水費 90,949  配水管維持管理費

 ３ 自由ヶ丘団地簡易水道費 890  簡易水道維持管理費

 ４ 道ノ尾温泉団地簡易水道費 1,779  簡易水道維持管理費

 ５ 総係費 93,681  事業活動全般

 ６ 減価償却費 202,794

 ７ 資産減耗費 10,200  固定資産の除却費他

 ２ 営業外費用 14,445

 １ 支払利息及び企業債取扱諸費 14,266  企業債利息他

 ２ 雑支出 179

 ３ 特別損失 13,870

 １ 退職給付費 13,660

 ２ 過年度損益修正損 210

 ４ 予備費 1,000

 １ 予備費 1,000

平 成 ２ ９ 年 度 長 与 町 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画



資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入

款 項 目 予定額 （千円） 備    考

 １ 資本的収入 188,430

 １ 企業債 170,000

 １ 企業債 170,000

 ２ 負担金 18,430

 １ 負担金 18,430

支　　　　　　出

款 項 目 予定額 （千円） 備    考

 １ 資本的支出 633,551

 １ 建設改良費 518,211

 １ 事務費 14,856

 ２ 改良費 500,000  委託料及び工事請負費

 ３ 固定資産購入費 3,355  量水器等購入費

 ２ 企業債償還金 113,340

 １ 企業債償還金 113,340

 ３ 予備費 2,000

 １ 予備費 2,000



１ 総　括

職員数

一般職
（人）

(      )

13
(      )

2
(      )

15
(      )

12
(      )

2
(      )

14
(      )

1
(      )

0
(      )

1

1,645 2,826 497 91 4,461 15 13,817

（千円）

96,877

12,044 2,387 14,431

94,905

（千円）

17,565 108,242

1,094

111,308

15,169

81,900

△ 192 1,972

△ 9

（千円）

208 294 73 31

79,736

93,944 17,364

14,977

損益勘定支弁職員 48,183 31,553

合 計 54,632 36,045

資本勘定支弁職員 6,449 4,492 2,396

管理職
手　 当

扶　養
手　当

通　勤
手　当

8,783

424

本
年
度

損益勘定支弁職員 48,853 33,047

合 計 55,762 38,182

資本勘定支弁職員 6,909 5,135

比
較

損益勘定支弁職員 670 1,494

合 計 1,130 2,137

前
年
度

資本勘定支弁職員 460 643

60 4,433 151,437 2,532

28 0 245 1,179

手
当
の
内
訳

区分

本年度

前年度

比較

勤　勉
手　当

住　居
手　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

企　業
手  当

合 計

0 79

13,572 7,604 2,244 3,724

2,244 3,803

10,941

（千円）

13,337

1,103

△ 201 3,066

退　職
手　当

3,267

2,164

90,677

期　末
手　当

（千円） （千円）

時間外
勤　 務
手 　当

管理職員
特別勤務
手　　　当

給 与 費 明 細 書

手 当 計
法定福利費

区 分
給 与 費

給 料
（千円） （千円） （千円）



２ 給料及び手当の増減額の明細

平均昇給率 ％

昇給期別職員数

　（昇給期）
　（職員数） 9 人

職員数の異動状況

　　本年度 15人 
　　前年度 14人 
　　増　減 1人 

採用、退職、配転の状況
　　採用 2人 

　　退職 2人 
　　配転　他会計へ 3人 4人 

管理職手当

勤勉手当

退職手当

３ 給料及び手当の状況

（１）  職員１人当たり給与

（２）  初 任 給

う増加分
834

296 採用、退職、配転等

1,179

73

期末手当 245
28

その他の
増減分 扶養手当 294

区 分

手 当 2,137

企 業 職

平均給料月額 （円）

平成２９年１月１日現在 348,149

305,922

平　均　年　齢 （歳） ４３歳７月

79

平均給料月額 （円） 319,858

平均給与月額 （円） 389,433

平均給与月額 （円）

区 分

大    学    卒 178,200 178,200

高  　校  　卒 146,100 146,100

企　業　職　（円）
一般会計の制度

一般行政職（円）

平成２８年１月１日現在

平　均　年　齢 （歳） ４５歳３月

給 料 1,130

昇給に伴

208

14人 

1.5

通勤手当

時間外勤務手当

区分 増減額 増減事由別内訳 説 明
（千円） （千円） （千円）

備　　　　　考

2,137

0人 

 　（現に在職する職員数）　　　（その他）　　　　（計）

0人 1人 

0人 

（再任用常時勤務職員1人を含む）

（再任用常時勤務職員1人を含む）

 、他会計より

15人 

企業手当 31

その他の
増減分

平成29年6月



（３） 　 級別職員数

（ )

（ )

平成 ２ ９年 １月 １日 現在

３級

（ ） （ ）
4 27

（ ）

区 分
企 業 職

級      職員数  （人）     構成比 （％）

（ ）

13
（ ） （ ）

2
（ ） （ ）

（ ）

（ ）
2 13

（ ） （ ）

７級
（ ） （ ）

1 7

（ ）
7

15 100
計

1

７級

６級

５級

１級

２級

４級

13

27
（ ）

4

2

0 0

平成 ２ ８年 １月 １日 現在 ４級
（ ） （ ）

5

1 7

６級
（ ） （ ）

22

５級
（ ） （ ）

2 14

36

３級
（ ） （ ）

3

１級
（ ） （ ）

0 0

計
（ ） （ ）

14 100

２級
（ ） （ ）

2 14



（４） 　 期末手当・勤勉手当

（５）  　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（６）  　その他の手当

有

職制上の段階、職務の級等による加算措置

有

有

備 考

同 じ

同 じ

扶 養手当

住居手当

通勤手当

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

同 じ

20年勤続の者

49.59

最 高 限 度
（月分）（月分）

支 給率等

2.225

4.20

4.30
本 年 度

前 年 度

（　 1.05 　）

2.075

（　 1.20 　） （　 2.25  　）

（　1.175　） （　2.20　 ）

2.175

一般会計
の 制 度

（　1.025　）

2.025

2.075

（　 1.05　 ）

2.225

（　 1.20 　）

4.30

（　2.25 　）

（月分） （月分）
25年勤続の者 35年勤続の者

区 分

その他の加算措置等

支給期別支給率

６月 (月分) １２月 (月分)

支 給 率 計
（月分）

25.55625 34.5825 49.59

区 分

一般会計の制度

（支給率等）
25.55625 34.5825

定年前早期退職特例措置

49.59 49.59
定年前早期退職特例措置

（ 2％～20％加算）

（ 2％～20％加算）



(平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで)

(単位　円)

１．　業務活動によるキャッシュ・フロー

　 　　　当年度純利益 65,620,208

　 　　　減価償却費 202,794,000

　 　　　固定資産除却費 10,000,000

　 　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 100,000

   　　　退職給付引当金の増減額（△は減少） 15,662,000

　 　　　賞与引当金の増減額（△は減少） 704,855

　 　　　法定福利費引当金の増減額（△は減少） 165,356

　 　　　長期前受金戻入額 △ 79,032,000

　 　　　受取利息及び受取配当金 △ 232,000

　 　　　支払利息 11,266,000

　　 　　未収金の増減額（△は増加） △ 3,828,139

　 　　　未払金の増減額（△は減少） △ 45,674,672

　 　　　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 809,645

　 　　　その他流動負債の増減額（△は減少） △ 6,222

　　　 　　　　　　　　　　小計 176,529,741

　　　 利息及び配当金の受取額 232,000

　 　　利息の支払額 △ 11,266,000

　 　　業務活動によるキャッシュ・フロー 165,495,741

２．　投資活動によるキャッシュ・フロー

　 　　有形固定資産の取得による支出 △ 481,165,078

　 　　工事負担金による収入 17,064,815

　 　　改良工事に伴う未払金の増減額（△は減少） 14,752,154

　 　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 449,348,109

３．　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　 建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 170,000,000

　　　 建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 113,340,000

　 　　財務活動によるキャッシュ・フロー 56,660,000

　  資金増加額（又は減少額） △ 227,192,368

　  資金期首残高 512,905,369

　  資金期末残高 285,713,001

平成２９年度 長与町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）



１ 営業収益 円 円 円

（ １ ） 上水道給水収益

（ ２ ） 自由ヶ丘団地簡易水道収益

（ ３ ） 道ノ尾温泉団地簡易水道収益

（ ４ ） 受託工事収益

（ ５ ） その他営業収益

２ 営業費用

（ １ ） 原水及び浄水費

（ ２ ） 配水及び給水費

（ ３ ） 自由ヶ丘団地簡易水道費

（ ４ ） 道ノ尾温泉団地簡易水道費

（ ５ ） 総　係　費

（ ６ ） 減価償却費

（ ７ ） 資産減耗費

営　業　利　益

３ 営業外収益

（ １ ） 受取利息及び配当金

（ ２ ） 長期前受金戻入

（ ３ ） 県支出金

（ ４ ） 雑収益

４ 営業外費用

（ １ ） 支払利息

（ ２ ） 雑支出

経　常　利　益

５ 特別利益

（ 1 ） 過年度損益修正益

６ 特別損失

（ １ ） 過年度損益修正損

（ ２ ） 退職給付費

当年度純利益

その他の未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

3,207,433

1,603,704

平 成 ２ ８ 年 度 長与町水道事 業会 計予 定損 益計算書

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

628,876,320

3,351,367

236,964,610

29,047,128 666,085,952

781,186

1,599,966

91,032,374

5,530,371 611,757,933

54,328,019

78,079,486

197,769,940

75,230,000

100,000

140,000 75,897,000

427,000

16,456,000

212,353 16,668,353 59,228,647

113,556,666

32,963

13,660,000 13,692,963 △ 13,668,912

24,051 24,051

99,887,754

168,083,832

267,971,586



１ 固定資産 円 円 円 円

（ １ ） 有形固定資産

イ 　 土　　　地

ロ 　 立　　　木

ハ　 建　　　物

　 減価償却累計額

ニ 　 構　築　物

　 減価償却累計額

ホ 　 機械及び装置

　 減価償却累計額

へ　 車両及び運搬具

　 減価償却累計額

ト 　 工具器具及び備品

　 減価償却累計額

チ　 建設仮勘定

有形固定資産合計

（ ２ ） 無形固定資産

イ 　 ダム使用権

ロ 　 電話加入権

無形固定資産合計

固定資産合計

２ 流動資産

（ １ ） 現金預金

（ ２ ） 未収金

　貸倒引当金

（ ３ ） 貯蔵品

（ ４ ） 前払費用

流動資産合計

資　産　合　計

平成２８年度 　長与町水道事業会計予定貸借対照表

（ 平 成 ２ ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

資　産　の　部

385,776,437

2,239,000

404,581,827

△ 154,568,398 250,013,429

6,945,533,407

2,613,981,680

△ 2,873,660,828 4,071,872,579

△ 2,058,161,779 555,819,901

46,723,326

14,635,875

△ 13,904,079 731,796

△ 35,050,570 11,672,756

5,334,167,313

56,041,415

109,200

80,979,615

80,870,415

5,415,146,928

25,038,469

△ 320,298 24,718,171

512,905,369

4,797,306

542,728,306

307,460

5,957,875,234



（ 1 ） 企業債

イ 　 建設改良等の財源に
　 充てるための企業債

企業債合計

（ 2 ） 引当金

イ 　 修繕引当金

ロ 　 退職給付引当金

引当金合計

固定負債合計

４ 流動負債

（ 1 ） 企業債

イ 　 建設改良等の財源に
　 充てるための企業債

企業債合計

（ 2 ） 未払金

（ 3 ） 引当金

イ 　 賞与引当金

ロ 　 法定福利費引当金

引当金合計

（ 4 ） その他流動負債

流動負債合計

５ 繰延収益

（ 1 ） 長期前受金

長期前受金収益化累計額

繰延収益合計

負　債　合　計

６ 資　本　金

７ 剰　余　金

（ １ ） 資本剰余金

イ 　 国庫補助金

ロ 　 県補助金

ハ 　 工事負担金

ニ 　 寄　付　金

ホ 　 受贈財産評価額

資本剰余金合計

（ ２ ） 利益剰余金

イ 　 減債積立金

ロ 　 建設改良積立金

ハ 　 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資　本　合　計

負債資本合計

負　債　の　部

３ 固定負債 円 円 円

550,578,546

550,578,546

361,799

41,008,437

41,370,236

591,948,782

113,340,000

89,646,338

113,340,000

1,296,644

6,898,145

8,194,789

31,222

211,212,349

3,751,569,134

1,904,239,004

△ 1,847,330,130

2,707,400,135

資　本　の　部

2,494,017,950

627,000

83,660,580

70,000

231,540,736

250,000

146,933,156

267,971,586

524,916,413

42,844,652

214,100,175

5,957,875,234

756,457,149

3,250,475,099



１ 固定資産 円 円 円 円

（ １ ） 有形固定資産

イ 　 土　　　地

ロ 　 立　　　木

ハ　 建　　　物

　 減価償却累計額

ニ 　 構　築　物

　 減価償却累計額

ホ 　 機械及び装置

　 減価償却累計額

へ　 車両及び運搬具

　 減価償却累計額

ト 　 工具器具及び備品

　 減価償却累計額

チ　 建設仮勘定

有形固定資産合計

（ ２ ） 無形固定資産

イ 　 ダム使用権

ロ 　 電話加入権

無形固定資産合計

固定資産合計

２ 流動資産

（ １ ） 現金預金

（ ２ ） 未収金

　貸倒引当金

（ ３ ） 貯蔵品

（ ４ ） 前払費用

流動資産合計

資　産　合　計

320,273,722

△ 220,298

109,200

77,240,615

5,683,518,006

307,460

285,713,001

28,866,608

5,606,951

28,646,310

77,131,415

56,041,415

5,606,277,391

70,631,580

△ 37,626,370 33,005,210

14,635,875

△ 13,904,079 731,796

△ 2,106,840,079 665,699,378

7,219,232,454

△ 3,002,340,928 4,216,891,526

資　産　の　部

6,003,791,728

平成２９年度 　長与町水道事業会計予定貸借対照表

（ 平 成 ３ ０ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

404,581,827

△ 161,689,198 242,892,629

2,239,000

388,776,437

2,772,539,457



（ 1 ） 企業債

イ 　 建設改良等の財源に
　 充てるための企業債

企業債合計

（ 2 ） 引当金

イ 　 修繕引当金

ロ 　 退職給付引当金

引当金合計

固定負債合計

４ 流動負債

（ 1 ） 企業債

イ 　 建設改良等の財源に
　 充てるための企業債

企業債合計

（ 2 ） 未払金

（ 3 ） 引当金

イ 　 賞与引当金

ロ 　 法定福利費引当金

引当金合計

（ 4 ） その他流動負債

流動負債合計

５ 繰延収益

（ 1 ） 長期前受金

長期前受金収益化累計額

繰延収益合計

負　債　合　計

６ 資　本　金

７ 剰　余　金

（ １ ） 資本剰余金

イ 　 国庫補助金

ロ 　 県補助金

ハ 　 工事負担金

ニ 　 寄　付　金

ホ 　 受贈財産評価額

資本剰余金合計

（ ２ ） 利益剰余金

イ 　 減債積立金

ロ 　 建設改良積立金

ハ 　 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資　本　合　計

負債資本合計 6,003,791,728

３ 固定負債 円 円 円

1,842,271,819

△ 1,924,844,130

2,662,101,782

635,071,339

153,321,027

1,462,000

25,000

9,065,000

361,799

56,670,437

7,603,000

57,032,236

692,103,575

250,000

627,000

70,000

83,660,580

231,540,736

341,098,471

29,393,425

51,960,893

3,316,095,307

422,452,789

653,993,525

負　債　の　部

資　本　の　部

635,071,339

85,507,207

146,933,156

3,767,115,949

2,687,696,421

85,507,207

58,723,820



Ⅰ．重要な会計方針

１．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

２．引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　１年目　　（平成26年度） 　　　　　　　　　　13,689千円

　２～５年目（平成27～30年度） 13,660千円×４年＝　54,640千円

　　　　　　　　　　68,329千円

（２）賞与引当金及び法定福利費引当金

（３）修繕引当金に関する経過措置

（４）貸倒引当金

３．消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

リース資産に関する特例措置

注記

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額から、
長崎県市町村総合事務組合における積立金相当額を控除した額を計上している。
　なお、会計基準変更時の差異については、平成２６年度から５年間にわたり、以下
のように分割して計上する。

　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため、当年
度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの
４ヶ月分）を計上している。

　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例に
より取り崩すこととする。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を検討したうえで、
その貸倒見込額を計上している。

合　　　　計

　リース会計に係る特例（施行規則第５５条）により、リース取引については引き続
き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　当年度６月に支給される賞与（期末・勤勉手当）及びこれに係る法定福利費の
うち、前年度の負担に属する支給対象期間相当分（１２月から３月までの４ヶ月分）
として、賞与引当金 6,898千円、法定福利費引当金 1,297千円を取り崩す予定で調製
している。



留保資金

留保資金

平成30年度まで

水道料金・
下水道使用料
システムリース料

平成28年度まで

5,541

1,148平成27年度 平成28年度

平成28年度平成27年度 996
平成29年度から

268

平成26年度から

3,013

286
平成31年度まで

857 857

平成31年度まで

3,013

期　間 金　額 期　間 金　額

千円

平成25年度
平成27年度

事　　項

千円

留保資金

左の
財源内訳

1,986

1,290

債  務  負  担  行  為  に  関  す  る  調  書

限 度 額

千円

前年度末までの
支払義務発生（見込）額

千円

当該年度以降の
支払義務発生予定額

6,800 平成29年度から

平成29年度から電子計算機
及び周辺機器
等リース料

268公用車リース料


